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応用科目･労働経済論 (講義資料)

日 本 の 雇 用 問 題
- 非正規雇用の視点から-

福 原 宏 幸

まず,日本の基本的な雇用構造を示すデータを示 しておこう｡また,ここ数年前から,失業問題

や働 く勤労者の貧困問題 (ワーキングプア問題)が大きな社会問題となっている｡この実態に関連

したいくつかの資料を,講義資料として示しておこう｡

1.労働力人口,就業者数,雇用者数の変化
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図 1 労働力人口,就業者数,雇用者数の変化

19535455訴575859餌6162636465紡67686970717273747576777879幼818283848586878889鮒9192939495%9798鮒訓)0102030405鵬0708(辛 )

資料･出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣
(注) 1) デー タは四半期値 (季節調整値)｡ また, グラフの シャ ドー部分 は乗気 後退期｡

2) 1973年 7月以降は沖縄 を含む｡

3) 四半期億 は,月次の季節調整億 を厚生労働省労働政策担当参事官室 にて単純平均 した もの｡

出所 :r労働経済白昏 平成21年度版1,18ページ｡

2.失業の状況
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図 1 労働力人口,就業者数,雇用者数の変化

19727374757677787980818283848586878889909192939495969798992(料)010203040506070809(午)

資料 出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣

(注) 1) グラフのシャ ドー部分 は景気後退期0

2) 完全失業率は四半期億 で,月次 の季節調整値 を厚生労働省政策統括官付労働政策担 当参事官重 にて単純平均 した｡

出所 :r労働経済自香 平成21年度版｣,13ペ ージ｡
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図3 性別 ･年齢階級別完全失業率の推移

0

3
-
一l

1

5

5
4
4
3
3
2

19838485 86 87 88 89 90 91 92 93 94 9 5 96 97 98 99 2000 01 02 0 3 04 05 06 07 08 (*)

(% )
9

8

7

6

5

4

3

2

1
0

午

19838485868788899091929394959697989920000102030405

資料出所 :総務省統計局 ｢労働力調査｣

(注) 1) データは年平均値｡

2) 女性の65歳以上については,統計的に有意であると考えられないので,掲載 していない｡

出所 :r労働経済白昏 平成21年度版J,23ページ｡

3.非正規雇用者の増加

表 1 雇用形態別雇用者数の推移
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(万人,%)

午 雇 用 者 数(役員を除く) 正規社員 .職員 非正規社員 内,パー ト.アルバイ ト 内,派遣労働者 内,契約社員嘱託,その他

1985 3,999(100) 3,343(83.6) 655(16.4) 499(12.5) - 156(3.9)

1990 4,369(100) 3,488(79.8) 881(20.2) 710(16.3) - 171(3.9)

1995 4,780(100) 3,779(79.1) 1,001(20.9) 825(17.3) - 176(3.7)

2000 4,903(100) 3,630(74.0) 1,273(26.0) 1,078(22.0) 33(0.7) 161(3.3)

2005 4,923(100) 3,333(67.7) 1,591(32.3) 1,095(22.2) 95(1.9) 401(8.2)

2008 5,108(100) 3,371(66.0) 1,737(34.0) 1,143(22.4) 145(2.8) 449(9.8)

出所 :r労働経済自昏 平成21年度版』,21ページより作成｡

*非正規社員,パー ト等は80年代-90年代の急増,派遣労働者 ･契約社員などは2000年以降急増｡
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図4 非正規雇用者の内訳 (2009年)

パー ト アルバイ ト 派遣社員 契約社員 ･嘱託

(注) (資料) 同上

出所 :本川裕 ｢社会実情データ図録｣サイ ト｡

資料 :r労働力調査jhttp://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/index.html

図 5 非正規雇用者の雇止め等の状況 (2008年10月-2009年5月)

① 雇止めの対象となった者の就業形態

その他

(単位 :人)

就業形態計 派 遣 契約 (期間工等) 請 負 そ の 他

② 雇止めの対象となった者の産業 (単位 :人)

産 業 計 製 造 業 運 輸 業 卸売 り.小売業 そ の 他

③ 雇止めの形態 (単位 :人)

計 期 間 満 了 中 途 解 約 不 明

出所 :r労働経済白書 平成21年度版｣,12ページ｡

表 2 2009年 非正規比率,男女別 ･年齢別割合

総 数 15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65歳以上

男性 2000年 ll.7 38.5 5.6 3.8 4.1 17.9 53.82009年 17.7 42.7 13.0 6.6 7.3 27.3 64.8

女性 2000年 46.2 42.3 31.6 53.1 51.6 55.5 57.8

出所 :r労働力調査j
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図6 男女別年齢階層別の非正規雇用者比率の推移

▲-

157917.818.418.318.617.7

8.78.89.3 l_0.3一一 ▲′14.815.210_.4 1.0ll.712.5

害く=⊃CnのLE?⊂nくわく..⊂)く=h⊂!ヽ亡ーChChCBChChCFーCIヽCFー ll..■l幸eq8印書寸8LO壬く.Dくつくつド書○○暮の8

A▲
l--

● ▲- 一▲一ヽ -■.47T7
42.745.0LII.∠ 51.152.5▲ 51.752.54.054.253.641T6 48.1

7.939.039.

一一■一一総 数-1コ- 15-24歳+ 25-340 35-44-◇- 45-54ー 55-64-1一一65歳以上
I- - -

戻の 書く⊃ 害LL?慕tD⊂n⊂n亡ヽ一票のくhChくhくわのくつ宕▼･...■くつくつ…壬eyつ一=つく=> LD慕 亡一%め%の%

(注) 非農林業雇用者 (役貞 を除 く) に占める割合｡2001年以前 は 2月調査,それ以降 1- 3月平均｡非正規雇用者 には
パー ト･アルバイ トの他,派遣社員,契約社員,嘱託などが含 まれる｡数億は男及び女の総数の比率｡

(資料) 労働力調査

出所 :本川裕 ｢社会実情データ図録｣サイ トOhttp://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/index.html

4.非正規雇用者の抱える諸問題

図7 現在 の就 業 形 態 を選 ん だ理 由 (正社貞 ･出向社員以外の労働者)
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資料出所 :厚生労働省 ｢就業形態の多様化に関する総合実態調査｣(2007年)

(注) 1) 男性 については,年齢計 におけ る上位 3つの理由を とった (自分 の都合 の良い時間に働 けるか ら (年齢計
33.8%),専門的な資格 ･技能を活かせるから (24.3%),正社員 として働ける会社がなかったから (23.9%))0

2) 女性 については,年齢計 における上位 6つの理 由をとった (自分 の都合 の良い時間に働 けるか ら (年齢計

46.0%),家計の補助,学費等 を得 たいか ら (40.9%),家庭の事情 (家事 ･育児 ･介轟等)や他の活動 (趣味 ･
学習等) と両立 しやすいか ら (30.0%),通勤時間が短いから (27.3%),自分で 自由に使 えるお金が得たいか ら

(21.9%),正社員 として働ける会社がなかったから (16.5%))｡
出所 :r労働経済白審 平成21年度版』,170ページ｡
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5.非正規雇用者と賃金問題

図 10 最低賃金の国際比較 (2006年)

最低賃金の相対水準 (平均賃金に対する%)
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出所 :本川裕 ｢社会実情データ図録｣サイ ト｡http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/index.htm1OECDTaxingWage2005/
2006から再掲｡

図 11 事業所規模別にみた所定内給与指数の動き

資料出所 :厚生労働省 ｢毎月勤労統計調査｣をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計｡

出所 :r労働経済白書 平成21年度版』,38ページ｡
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資料出所 :財務省 ｢法人企業統計調査｣
(荏) シャドー部分は景気後退期｡

出所 :r労働経済白昏 平成21年度版J,38ページ｡

6.非正規用問題と単独世帯の増加

図 13 単独世帯員の割合 (若年層を中心に)

20-2425-2930-3435-3940-44 (歳) 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 (歳)

資料出所 :総務省統計局 ｢国勢調査｣

(注) 1) 三都市圏は,埼玉,千葉,東京,神奈川,愛知,京都,大阪を合計 したもの｡ その他は地方圏とした｡

2) 単独世帯人員割合は単独世帯人月を人口で除した割合｡

出所 :r労働経済自沓 平成21年度版｣,184ページ｡
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図 14 就業形態別,自分自身の収入で生活を賄 う労働者の割合

囲2003(平成15)辛

□2007(平成19)午

正社員 正社員以外 契約社員 嘱託社員 出向社員 派遣労働者 臨時的雇用者パートタイム労働者 その他

資料 :厚生労働省大臣官房統計情報部 ｢就業形態の多様化に関する総合実態調査｣
(注) 選択肢には自分自身のほか,配偶者,子供,親,兄弟姉妹,その他がある｡

出所 :r厚生労働日番 平成21年版｣,78ページ｡

*派遣労働者や臨時的雇用者で,家計の主たる担い手となる者 (ならざるをえない者)が増加｡

7.所得格差の拡大と相対的貧困率

表 3 所得のジニ係数

国 1990年代半ば 2000年 2000年代半ば

Country Mid-1990S 2000 Mid-2000S

日 本 JPA 0.3235 0.3367 0.3205

ア メ リ カ USA 0.3614 0.3567 0.3814

イ ギ リ ス GBR 0.3540 0.3700 0.3350

ド イ ツ DEU 0.2722 0.2698 0.2981

フ ラ ン ス FRA 0.2700 0.2700 0.2700

イ タ リ ア ⅠTA 0.3479 0.3432 0.3519

ス ウ ェー デ ン SWE 0.2113 0.2426 0.2341

出所 :労働政策研究 ･研修機構 rデータブック国際労働比較2009年版J2009年,184ページ｡

(参考)

2004年/Year 2005 2006

資料出所 :厚生労働省 (2008.9)｢平成19年国民生活基礎調査｣
(注) ジニ係数とは,所得分配の不平等度を表す指標である｡ ジニ係数が0であれば完全に平等であり, 1で

あれば完全に不平等になる｡

出所 :労働政策研究 ･研修機構 rデータブック国際労働比較2009年版J2009年,185ページ｡
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表 4 5分位階級所得割合
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国 .地域 (午)Country (Year) 第1十分位 第1五分位 第2五分位 第3五分位 第4五分位 第5五創立 第1叶分位 ジニ係数
Lowest Lowest Second Third Fourth HighestHighest Gini
10% 20% 20% 20% 20% 20% 20% index

日 本 JPA (2005) (%) 0.3871.5 4.6 10.3 16.3 24.1 44.7 27.1

(1993) 4.8 10.6 14.2 17.6 22.0 35.7 21.7 0.249

ア メ リ カ USA (2000) 1.9 5.4 10.7 15.7 22.4 45.8 29.9 0.408

カ ナ ダ CSN (2000) 2.6 7.2 12.7 17.2 23.0 39.9 24.8 0.326

イ ギ リ ス GBR (1999) 2.1 6.1 11.4 16.0 22.5 44.0 28.5 0.360

ド イ ツ DEU (2000) 3.2 8.5 13.7 17.8 23.1 36.9 22.1 0.283

フ ラ ン ス FRA (1995) 2.8 7.2 12.6 17.2 22.8 40.2 25.1 0.327

イ タ リ ア ⅠTA (2000) 2.3 6.5 12.0 16.8 22.8 42.0 26.8 0.360

ロ シ ア2) RUS(2002) 2.4 6.1 10.5 14.9 21.8 46.6 30.6 0.399

ス ウェーデ ン SWE (2000) 3.6 9.1 14.0 17.6 22.7 36.6 22.2 0.250

中 国 CHN (2004) 1.6 4.3 6.5 13.7 21.7 51.9 34.9 0.469
韓 国 KOR (1998) 2.9 7.9 13.6 18.0 23.1 37.5 22.5 0.316

オーストラリア AUS(1994) 2.0 5.9 12.0 17.2 23.6 41.3 25.4 0.352

資料出所 :WorldBank(2008)WorldDevelopmentIndicaEoTT2008

日本 :厚生労働省 (2007.5)｢平成18年国民生活基礎調査｣,厚生労働省 (2007.8)｢平成17年所得再分配調査｣
(注) 1) 五分位階級所得割合とは,各家計の所得を少ない順から並べて人口で5等分したときの,それに加えて,第 1十

分位,第10十分位階級割合も表示 している｡

2) ロシアは消費に対する割合｡

出所 :労働政策研究 ･研修機構 rデータブック国際労働比較2009年版｣2009年,185ページ｡

(%)
図 15 相対的貧困率の推移
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資料 :厚生労働省 ｢国民生活基礎調査｣を基に算出した｡

出所 :厚生労働省 r報道発表資料 :相対的貧困率についてJ2009年10月20日｡

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2009/10/h1020-3.html

2007
(2006)
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図16 相対的貧困率の国際比較
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(注) 相対的貧困率はOECD(2008/10)"GrowingUnequal?IncomeDistributionandPovertyinOECDCountries"によるO

(資料) (独)労働政策研究 ･研修機構 ｢データブック国際労働比較 2009｣

出所 '.本川裕 ｢社会実情データ図録｣サイ ト.http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/index.html




